
客観データで測定可能　-すでにデータが出ている

客観データで測定可能　-これからデータ作成

「指標に見る我が国のがん対策」　から引用可能

沖縄県の患者調査から引用可能　⇒今後、国の指標班の患者調査に含んでもらうように働きかける

沖縄県の医療者調査から引用可能　⇒今後、琉球大学がんセンターで継続調査可能

赤字 今回の作業で修正、加筆した部分

cc16
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1(1) がんの予防

現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

未 制定

感染に起因するがんの
予防ができている

男性22.2%（全
国9.8%）
女性は6.1%
（全国1.3%）

2020年男性
15%女性は3%
2023年男性
10%女性は0%

H27(2015)
男13.9%, 女
8.1%

H34(2022)ま
で　男13.0%,
女6.4%

喫煙・過度の飲酒以外
の生活習慣が改善して
いる

県は、県民に対し、ウイルス
性肝炎治療の医療費助成を
行う

①成人喫煙率★、②県民
一人あたりの年間タバコ
消費本数、③妊娠中の喫
煙率、④20歳未満喫煙率
★、⑤受動喫煙率（行政
機関、医療機関、家庭、
飲食店、職場）★

喫煙率が減少している

県は、県民に対して、がんの
要因として①塩分過剰摂取、
②過体重・肥満、③野菜摂取
不足、④果物摂取不足、⑤運
動不足、⑥ホルモン剤使用が
あることを、「健康おきなわ
21」の活動と共に啓発する

①運動習慣のある者の割
合★、②適正体重を維持
している者肥満者の割
合、③高塩分食品の摂取
頻度、④野菜摂取量、⑤
果物接種量

産婦人科及び小児科医は、
HTLV-1母子感染予防マニュ
アル２０１６年版に基づいて、
HTLV-1陽性妊婦に対して情
報提供を行う

HTLV-I 陽性妊婦が完全人
工栄養を行った割合

2020年100%

HTLV-1陽性妊婦が、短期母
乳栄養を選択した場合に、生
後90日までに完全人工栄養
に移行した割合

2020年100%

県は、関係団体等と協力し
て、過度の飲酒をしないよう
に啓発活動を行う

6ドリンクを超える量の酒を週
2 回以上飲む割合

生活習慣病のリスクを高
める量を飲酒している者
の割合

生活習慣病のリスクを高
める過度の飲酒をしてい
る人が減る

がんの罹患者を減らす

①年齢調整罹患率（人口
10万対）、②年齢調整罹
患率年平均変化率

①年齢調整死亡率（人口
10万対）、②年齢調整死
亡率年平均変化率

がんの死亡者を減らす

2020年までに？？施設

県は、県民に対し、肝炎ウイ
ルス検査を推奨する

B型・C型肝炎ウイルス検診
累積受診率＜代用＞B型・C
型肝炎ウイルス検査数

①B型・C型肝炎ウイルス
感染率、②HPV感染率、
③HTLV-I感染率

B型・C型肝炎ウイルス治療
完遂率＜代用＞B型・C型ウ
イルス性肝炎治療の医療費
助成件数

県、市町村および医療機関
は、HPVワクチンに関して、国
の指針に従って対策を検討
する

国の指針が公表された時点
で検討する

県は、関係団体等と協力し、
喫煙できない環境を整備する

県内医療機関の敷地内／施
設内禁煙施設の全面禁煙率

沖縄県禁煙施設認定推進制
度における認定施設数

2020年までに90%、2023年ま
でに100%
官公庁及び関連施設の敷地
内／施設内禁煙施設の全面
禁煙率

2020年までに90%、2023年ま
でに100%
保育所、幼稚園、小学校、中
学校、高等学校、専修・専門
学校、大学等の各種学校の
敷地内／施設内禁煙施設の
全面禁煙率

2020年までに90%、2023年ま
でに100%
宿泊施設の敷地内／施設内
禁煙施設数

飲食店の敷地内／施設内禁
煙施設数

沖縄県医師会は、精神科を
主体とする病院以外のすべ
ての病院に、禁煙外来を設置
する

喫煙者の禁煙外来受診割合
＜代用＞喫煙者の禁煙外来
受診者数

県は、医師会、歯科医師会、
薬剤師会、看護協会等と連
携し、医師・医療スタッフ、歯
科医師・スタッフ、薬剤師など
が、すべての患者に禁煙をす
すめる体制を整える

喫煙をしている県民のうち禁
煙しようと思った人

県は、関係団体等と協力し、
受動喫煙防止条例を制定す
る

受動喫煙防止条例が制定さ
れている

指標施策 指標 中間アウトカム 指標 最終アウトカム



2017/10/24

1-2.  がんの早期発見、がん検診（2次予防）
★印は、各分野の「個別目標」として記載があった内容です。

現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

延べ16市町
村（2015年）

0市
町
村

市町村は、地区医師会等
の各種団体と協力して、利
便性の向上（休日夜間の
受診、アクセス向上等）を
行うことによって、がん検
診及び精密検査への受診
勧奨を行う

①2023年までに、すべての市町
村で、利便性向上を行うことに
よって、受診勧奨、②休祝日ま
たは夜間等に行っている検診の
数、③休祝日または夜間等に検
診及び精密検査を行っている医
療機関の数、④利便性向上によ
る受診勧奨を行うことによって、
がん検診及び精密検査を受診し
た未受診者

沖縄県医師会は、かかり
つけ医からの受診勧奨を
推進する

①科学的根拠のある検診受診
を県民に推奨している診療所の
割合、②住民調査において、過
去1年間で、かかりつけ医による
受診勧奨がきっかけになった県
民の割合を、2020年までに60%

科学的根拠に基づい
たがん検診を有する
がんについて、死亡
率が減少している

がん種別75歳未満
年齢調整死亡率

（詳細は別掲）

市町村は、沖縄県と協力
して、がん検診及び精密
検査の未受診者に対し
て、手紙や電話などによる
勧奨・再勧奨（いわゆる
コール・リコール）を行う

①2020年までにすべての市町
村でコール・リコール、②コール・
リコールを行ったがん検診及び
精密検査の未受診者の割合、
③コール・リコールを行うことに
よって、がん検診及び精密検査
を受診した未受診者の数

検診対象
者の検診
受診率が
向上して
いる

検診対象者の検診
受診率★

市町村は、各種団体と協
力して、スモールメディア
（パンフレットやニュースレ
ター等）を用いて、がん検
診及び精密検査への受診
勧奨を行います。

①2020年までに、すべての市町
村で、スモールメディアを用いて
受診勧奨、②スモールメディアを
用いての受診勧奨を行うことに
よって、がん検診及び精密検査
を受診した未受診者の数

2023年に50%（詳細
は別掲）

科学的根拠に基づい
たがん検診を有する
がんについて、早期
診断割合が増加して
いる

地域および全国が
ん登録における上皮
内＋限局割合

2023年に90%（詳細
は別掲）

（詳細は別掲）

職域検診を提供する保険
者や業者は、「職域におけ
るがん検診に関するガイド
ライン（仮称）」に基づき、
職域におけるがん検診の
実態把握を確立させる

①2020年データ収集の体制を確
立、②2022年市町村別のデータ
の公表

科学的根拠に基づい
たがん検診を有する
がんについて、年齢
調整進行がん罹患
率（地域および全国
がん登録における領
域＋遠隔）が低下し
ている

地域および全国が
ん登録における年齢
調整進行がん罹患
率（領域＋遠隔割
合）
（詳細は別掲）

部位別精検受診率
★

市町村は、精度管理の向
上に取り組む

沖縄県生活習慣病検診管
理協議会は、精度管理指
標に関する検証を行い、
結果を分かりやすく県民に
公開する

すべての
市町村
で、検診
の精度管
理が十分
なレベル
に達して
いる

最終アウトカム
指標

有効性が確認・推
奨されていない検
診を実施している
市町村数

沖縄県は、各市町村担当
課長、現場担当者等に対
して、がん検診ガイドライ
ンや指針等に関する研修
会を行う

施策
指標

中間アウトカム
指標

市町村は、科学的根拠に
基づいたがん検診のみを
実施します

有効性が確認・推奨されていな
い検診を実施している市町村数

沖縄県は、各市町村長に
対して、がん検診ガイドラ
インや指針等に関して説
明を行う

すべての
市町村
で、科学
的根拠に
基づく検
診のみが
行なわれ
ている
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2(3) がん医療と人材育成

現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

全部位
60.2%（他
は別掲）
（2007-
2008年
診断）

77.2%
（「80-
100点」
の回答
割合）

大腸がん
術後化学
療法実施
率：38.7%
（他は別
掲）（2012
年7施設）

すべての医療者は、
薬物療法の標準治
療を推進する

薬物療法の標準治
療順守率

すべての医療者は、
種々のガイドライン
に則った免疫療法を
行う

免疫療法のガイドラ
イン順守率

すべての主治医
（チーム）は、患者が
リハビリを必要とす
るかどうかを早期に
判断し 必要な場合

がん患者リハビリ
テーション料の算定
数（NDB-SCR）

すべての放射線治
療医は、放射線治
療の標準治療を推
進する

放射線治療の標準
治療順守率

患者が個々のニー
ズに配慮され、尊
厳が保たれ、切れ
目なく十分な治療・
支援を受けている
と納得できること
（尊重）【国全7】

すべての専門医療
機関は、薬物療法を
必要とする患者が標
準治療を受けられる
体制を整備する

レジメン登録審査
管理委員会で管理
されているレジメン
を治療された率

すべての患者が手
術療法、放射線療
法、薬物療法、科学
的根拠に基づいた
免疫療法等におい
て、質の高い医療を
受けられている

標準治療順守率

すべてのがん患者
が各医療圏で、専門
性に基づいた全人
的ながん医療を提
供できる医療者によ
り適切ながん医療を
受けることができて
いる

すべての主治医
（チーム）は、患者が
標準治療としての放
射線療法を必要とす
るかどうかを、専門
医等と早期に判断
し、適応がある場合
は放射線治療医と
連携し、適切な放射
線治療を行う

放射線治療施行率

すべての外科系医
師は、手術療法の
標準治療を推進す
る

手術療法の標準治
療順守率（NCD
データ）

5年生存率

拠点病院は、quality
indicator (QI)を活用
した術後補助化学
療法の標準治療を
推進する

術後補助化学療法
の標準治療順守率
（NCDおよびてまひ
まQI）

（患者調査）受けた
医療の評価

住んでいる地域にか
かわらず、すべての
がん患者とその家族
が安心で、安全な質
の高い医療を受けら
れている

指標
施策

指標
中間アウトカム

指標
最終アウトカム
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90.70%

※①がん薬物療法専門医、②緩和ケア
医、➂緩和ケア関連看護師（がん専門看
護師、緩和ケア認定看護師、がん性疼痛
看護認定看護師）、④精神腫瘍医、⑤放
射線治療専門放射線技師、⑥医学物理
士、⑦放射線治療品質管理士、⑧がん
専門薬剤師

ｷｬﾝｻｰﾎﾞｰﾄﾞ（多職
種かつ他専門家）
によって話し合わ
れた患者の割合
【国A23】

（医療者調査）医師
以外の医療スタッフ
の声に声を傾けて
いると回答した医
師の割合

（医療者調査）医師
が自分たちの声に
耳を傾けていると
回答した医療スタッ
フの割合

拠点病院等は、専
門的な医療従事者
を育成し適正配置を
行う。特に、県内の
不足している医療職
（※）を重点的に育
成する

8職種の養成数

県は、専門医療機
関と協力して、医師
以外の医療スタッフ
が、専門的な資格を
取得することを支援
する

支援した医療者数

マニュアルを使用し
ている医師の割合

専門医療機関は、
がん告知等に関す
るマニュアルを整備
するとともに、コミュ
ニケーション研修を
開催する

6か月後も行動変
容を継続している
研修会参加者の割
合

（患者調査）チーム
医療の受療割合

県拠点病院は、拠
点病院・診療病院と
協力し、病理診断等
の集約化を図り、病
理診断の質の向上
に努める

外部評価者による
ピアレビューを行っ
ている専門医療機
関の割合

すべての専門医療
機関は、多職種（詳
細は右下欄外に記
載）によるキャン
サーボードを定期開
催する

キャンサーボードを
年に12回以上開催
している医療機関
の割合

すべての専門医療
機関は、緩和ケア・
リハビリ・栄養サ
ポート・口腔ケアな
どのチームを組織
し、医師は医師以外
の医療スタッフやこ
れらのチームからの
提言を積極的に受
け入れ、チーム医療
を推進する。

各チームへの紹介
患者数

すべての患者が適
切なチーム医療を受
けられている

判断し、必要な場合
はリハビリチームと
連携し、適切なリハ
ビリを行う

すべてのがん専門
医療機関は、リハビ
リチームを組織し、
必要な研修を受講さ
せる

がんのリハビリテー
ション研修を修了し
たリハビリチームが
活動している割合

すべての医療者は、
学会が作成する
種々のがん支持療
法のガイドラインに
沿った支持療法を行
う

高度催吐制リスク
抗がん剤に対する
標準制吐剤使用率

2020年　50%(1/20)
2023年　100%(20/20)
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（患者調査）「医療
スタッフは耳を傾
け、自分が置かれ
ている状況を踏ま
えて対応してくれて
いる」と回答した患
者の割合（他は別
掲）

（再掲）すべての主
治医チームは、患者
に対して、アドバン
スケアプランニング
（意思決定支援）を
行う

新規がん患者に
ACPを行った割合

2018年ベース値測
定し目標値を検討
する

2018年ベース値測
定し目標値を検討
する

（再掲）すべての主
治医チームは、すべ
ての患者に対して、
必要なタイミングに
合わせて、十分なイ
ンフォームドコンセン
ト（説明・納得・同
意・希望）を必ず行う

がん患者指導管理
料の件数／新規が
ん患者数

すべての患者が全
人的な医療従事者
による専門的な医療
を受けることができ
ている

（再掲）すべての主
治医チームは、すべ
ての患者がセカンド
オピニオンを取りや
すい環境を提供し、
セカンドオピニオン
を取ることを積極的
に推奨する

新規がん患者がセ
カンドオピニオンを
とった割合

2018年ベース値測
定し目標値を検討
する
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2(4) 医療提供体制

現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

認可後1年以内
の使用患者数

患者が適切
な医療機関で
治療を受けら

れている

拠点病院医師らと在
宅療養担当医らとの
合同カンファレンス実
施割合（在宅療養殿
連携）【国A32】

医療が進歩している
ことを実感できること
【国全1 】

地域医療が
推進されてい
る

拠点病院等
の機能が強
化されている

地域の医療施設のう
ち、拠点病院が適切
な連携を行っていると
回答した施設の割合
（拠点病院地域連携）
【国A31】

県拠点病院は、国内で行われて
いるすべての臨床試験に参加で
きるような体制を整える

県拠点病院で行え
る臨床試験の割合

住んでいる地域にかかわら
ず、すべてのがん患者とそ
の家族が安心で、安全な質
の高い医療を受けられてい
る

患者が個々の
ニーズに配慮さ
れ、尊厳が保た
れ、切れ目なく
十分な治療・支
援を受けている
と納得できるこ
と（切れ目ない
治療）【国全8】

県拠点病院は、がんゲノム医療
に対応できる体制を整える

国のWGの結果を
受けて検討する

すべての医療機関は、地区医師
会と協力して、自らの医療機関で
提供できるがんや緩和ケアおよ
び在宅医療に関する医療機能
を、二次医療圏内の地域拠点病
院または診療病院と共有し、それ
に基づいて紹介を行う

（患者・家族調査、
医療者調査、その
他）

拠点病院および診療病院は、国
内で承認された薬剤や、医療機
器が、すみやかに患者に使用で
きる体制を整える

新規の分子標的薬
および免疫療法薬
が認可日と使用開
始日との日数差

医療圏別5年生
存率

地域拠点病院・診療病院は、地
区医師会等と協力して、必要な
情報を基に、二次医療圏内での
適切ながん医療提供体制（緩和
ケアや在宅も含む）について、定
期的に検討を行い、必要な対策
を行う

二次医療圏ごとの
検討結果に関する
報告書数

（医療者調査）「連携に
困難感あり」の割合

すべてのがん患者が各医療
圏で、専門性に基づいた全
人的ながん医療を提供でき
る医療者により適切ながん
医療を受けることができてい
る

（患者・家族調
査）「何ら支障
なく、紹介先の
医療機関を受
診できた」と回
答した患者の
割合

県は、琉球大学病院および県立
中部病院と協力して、北部、宮古
および八重山医療圏のがん医療
に必要な医療者の適正配置に努
める

県からの助言に基
づき、新規配置お
よび移動した医療
者の数

拠点病院・診療病院から地元の
医療機関で経過観察できる患者
を増やす

専門的医療機関は、個別化医療
に対応できる体制を整え、個別化
医療を行う

事前に遺伝子検査
等が結果が必要な
抗がん剤を処方し
た患者の数

県は、拠点病院および県内大学
等の研究機関等と協力して、が
んに関する患者、家族、県民を対
象とした、意識調査・研究を行う

意識調査を中心と
した社会医学的な
論文・報告書数

地域拠点病院および診療病院
は、地区医師会と協力して、それ
ぞれの二次医療圏で対応できる
がんや緩和ケアおよび在宅医療
に関する情報を調査把握し、す
べての医療機関に広く周知し情
報を共有する

（患者・家族調査、
医療者調査、その
他）

5大がん以外の患者さん
が、拠点病院を受診して
いる率

地域拠点病院および診療病院
は、地区医師会と協力して、それ
ぞれの二次医療圏で対応できる
医療機能情報を調査・把握し、地
元住民に広く周知する

（患者・家族調査、
医療者調査、その
他）

がん種毎に、自身のが
んに関して、地元の医療
機関で「何ができるか」
の医療情報を知ってい
るがん患者の割合

指標
施策

指標
中間アウトカム

指標
最終アウトカム
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2(5) 在宅医療

現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

患者に切れ目のない医
療・ケアが提供されている

県および地区医師会は、
機能強化型在宅療養支援
診療所を増加させる

がん患者さんの看取り件
数

がん患者の在宅医療が十
分行われている

在宅医療を希望する
患者のうち実際に在
宅医療が受けられた
患者の割合

在宅医療を希望するがん患
者とその家族が、適切な意
思決定支援のもと、希望する
場所で、必要な支援を受け
て最後まで満足した状態で
生活することができている

在宅療養中のがん
患者の医療に対する
満足度【国A36】

がん患者の対する往診件
数

すべての主治医チーム
は、患者に対して、在宅医
療に関する適切な情報提
供を行う

ステージ４の患者のうち、
在宅医療に関する適切な
情報提供を受けられた患
者の割合

患者が個々のニーズに配慮
され、尊厳が保たれ、切れ目
なく十分な治療・支援を受け
ていると納得できること（切
れ目ない治療）【国全8】

すべての主治医チーム
は、患者に関して、在宅医
療が可能かどうかを在宅
医を含めた多職種チーム
で検討する

ステージ４の患者のうち、
在宅医療に関しての検討
会が開かれた患者の割
合

指標
施策

指標
中間アウトカム

指標
最終アウトカム
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2(6) 緩和ケア

現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値
除痛率

32.40%

32.10%

（患者調査）気持ちがつら
い割合

すべてのがん患者とその家
族が、がんと診断されたとき
から適切な緩和ケアを受け、
身体的・精神心理的・社会的
苦痛が軽減され、療養生活
に満足している。

すべての専門医療機関
は、緩和薬物療法認定薬
剤師またはがん専門薬剤
師を育成し、配置する

専門とする専従薬剤師が
いる割合

すべての患者が適切な緩
和ケアを受けるために、医
療機関は組織化した緩和
ケアを提供している

（緩和ケア専門サービ
ス普及）専門的緩和ケ
アサービスの利用状況
【国緩4】

専門的な緩和ケアを提供
できる人材とチームが
整っている

がん患者の気持ちのつら
さ【国緩12】

（患者調査）からだ苦痛あ
りの割合

すべての専門医療機関
は、日本緩和医療学会認
定医または専門医、日本
サイコオンコロジー学会認
定登録精神腫瘍医等の身
体的、精神心理的緩和ケ
アを専門とする医師を育
成し、配置する。

専門とする専従医師がい
る割合

すべての専門医療機関
は、がん専門看護師、緩
和ケア認定看護師、また
はがん性疼痛看護認定看
護師を育成し、配置する

専門とする専従看護師が
いる割合

すべての医療機関の医師
は、看護師から受けた痛
みのモニタリングの結果を
受けて、必要な緩和ケア
を行う。必要に応じて緩和
ケアチームと連携する。

疼痛管理薬の新規処方
開始割合および処方変更
割合

がん患者のからだのつら
さ【国緩10】

すべての専門医療機関
は、緩和ケアチームを設
置する

緩和ケアチームが設置さ
れている割合

がん患者の疼痛【国緩
11】

すべての医療機関は、看
護師に、全てのがん患者
に対して、毎日痛みのモ
ニタリングを行い、主治医
に報告させる

入院・外来患者に対して、
連日痛みのモニタリング
を行っている専門医療機
関の割合

指標
施策

指標
中間アウトカム

指標
最終アウトカム
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2(7) ライフステージに応じたがん対策

現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

納得のいく治療選択が
できた患者の割合（ｲﾝ
ﾌｫｰﾑﾄﾞｺﾝｾﾝﾄ）【国A18】

0～20歳の患者で臨床試
験・治験に参加した患者
の割合

長期フォローアップを受け
ていると感じている患者
の割合

がん患者がライフステージに
合わせた情報提供を受け、
状況に応じた、安心・安全・
適切な医療を受けられてい
る

（患者調査）受けた医療
の評価　①0-30歳、②
高齢者　を抽出

【高齢者】拠点病院・診療
病院は、高齢のがん患者
に対して正しい情報を提
供するためのチェックリス
トを作成し、すべての専門
医療機関ではそのチェック
リストを用いて情報提供を
行う

チェックリストを利用して
評価した高齢がん患者の
割合

2020年80%
2023年100%

【高齢者】QOLの観点を含
めて適切な情報提供が行
われ、高齢のがん患者の
ガイドラインに則った治療
が行われている

ガイドラインに基づいた治
療が実施されている割合

【高齢者】すべての専門医
療機関では、高齢者の意
思決定の支援に関する診
療ガイドライン（国が策定
予定）や治療のガイドライ
ン（学会等で策定予定）に
基づいた医療を行う

ガイドラインに基づいた意
思決定支援が実施されて
いる割合

【小児・AYA】小児及び
AYA世代のがん患者が、
長期フォローアップを含む
安心・安全で適切な医療
を受けられ、教育を含む
十分な支援が受けられて
いる

指標
施策

指標
中間アウトカム

指標
最終アウトカム

2020年70%
2023年90%

【小児・AYA】県拠点病院
および県立南部医療セン
ター、こども医療センター
は協力して、小児・AYA世
代のがん患者の治療体制
を整える

15～20歳の患者のうち小
児科で治療を受けている
割合

2020年70%
2023年90%

【小児・AYA】県拠点病院
と県立こども医療センター
は協力して、小児がん患
者の長期フォローアップを
行う

20歳以上の小児がん経
験者のうち、県立南部医
療センターまたは琉大病
院でフォローアップを受け
ている割合
2020年70%
2023年90%

【小児・AYA】県および関
係団体はは、小児がん患
者・経験者およびその家
族が、教育や就職支援な
ど必要な援助が受けられ
るようにする

18歳以上の小児がん経
験者のうち、就労や進学
に関する支援を受けたこ
とがある割合
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2(8) それぞれのがんの特性に応じた対策

現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

【難治性がん】全ての専門
医療機関は、難治性がん
に関するQI評価を行い、
毎年フィードバックを行
い、医療の質の向上に努
める

難治性がんに関するQI評
価を行い、フィードバック
をかけた専門医慮機関の
割合

2020年60%
2023年100%

希少がん・難治性がん患者
が必要な情報提供を受け、
状況に応じた、安心・安全・
適切な医療を受けられてい
る

５年生存率

【難治性がん】県拠点病
院は、難治性がんに関す
る情報を、医療機関に広く
周知を図り情報を共有す
る

難治性がんに関する医療
機能情報を提供した医療
機関の割合

口腔・咽頭 53.9%（その他は別
掲）

【難治性がん】全ての医療
機関は、難治性がん患者
を、上述した難治性がん
に関する医療機能情報に
基づいて、適切な医療機
関に紹介する

適切な医療機関に紹介さ
れた難治性がん患者の
割合

【難治性がん】難治性がん
患者は、適切な医療機関
に集約され、適切な医療
および情報提供を受けら
れる体制が整っている

各種ガイドラインに基づ
いた治療が実施されてい
る割合

2020年60%
2023年100%

2020年100%
2023年100%

治験や臨床試験を受けた
患者の割合

2020年80%
2023年100%

2020年50%
2023年80%

【希少がん】県拠点病院
は、希少がん毎の専門家
を招いて、県内の希少が
ん医療が適切に機能して
いるかを評価する

評価した希少がんの数

2020年10がん
2023年20がん

【希少がん】希少がん患者
は拠点病院に集約が行わ
れ、適切な医療および情
報提供を受けられる体制
が整っている

【希少がん】すべての医療
機関は、希少がん患者さ
んを県拠点病院のがん相
談支援センターを紹介し、
必要な情報提供を受けら
れるようにする

県拠点病院のがん相談
支援センターを紹介され
た希少がん患者の割合

2020年60%
2023年100%

【希少がん】すべての医療
機関は、希少がん患者さ
んを県拠点病院に紹介す
る体制をとる

県拠点病院を紹介された
希少がん患者の割合

指標施策 指標 中間アウトカム 指標 最終アウトカム
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2(9) 離島及びへき地対策

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

県は、琉球大学病院の近
くに、離島及びへき地の
患者や家族の宿泊施設
の整備を検討する

宿泊施設の整備につ
いて公的な委員会等
で検討した回数

離島およびへき地のがん
患者が、安心・安全・適切
な医療を受けられている

離島へき値患者さんの5
年生存率

県および県診療連携協議
会は、市町村、地区医師
会、診療病院と協力し、上
述の調査結果をウェブサ
イトに公開するとともに、
冊子にまとめて毎年無料
配布を行い、その内容を
理解する県民の増加に務
める

①患者・家族調査、②
医療者調査

県と市町村は協力して、
離島・へき地のがん患者
に対して、がん治療のた
めの交通費や宿泊費を負
担する

交通費・宿泊費補助を
行っている市町村の割
合、

離島・へき地のがん患者
が、十分な経済的支援が
受けられている

交通費および宿泊費補助
を受けている患者の割合

離島・へき地の患者さん
に対するアンケートで、自
ら医療機関を選択したと
回答した割合

（患者調査）受けた医療
の満足度　離島へき値在
住者を抽出

遠方の医療機関を受診
するための経済的負担を
感じたことがあると回答し
た割合

沖縄県全体の5年生存率
との差異がない

離島及びへき地の医療機
関は、すべてのがん患者
に対し、地元の診療病院
で可能な治療内容につい
て情報提供を行う

離島へき地のがん患
者さんに対して、地元
でできるがん治療につ
いて十分な説明があっ
た患者の割合

県は県診療連携協議会と
共同で、がんの診断、治
療、経過観察、在宅医療
が可能かどうかを、毎年
調査し、その結果をすべ
ての医療機関と共有する

調査結果を医療機関
と共有した割合

離島・へき地のがん患者
が、地元でできるがん治
療についての十分な知識
を持ったうえで、自ら治療
する医療施設を選択して
いる

指標 指標 指標

診療病院は、機能を充実
させて、手術療法（大腸、
乳房、胃、前立腺、子宮、
皮膚）と薬物療法（大腸、
肺、乳房、胃、前立腺、肝
及び肝内胆管、子宮、膵
臓、胆嚢及び胆管、皮膚、
血液）に関しては標準治
療が行えるようにする

北部宮古八重山の、大
腸、乳房、胃、前立腺、子
宮、皮膚がん患者さん
が、地元の診療病院で治
療を受けた率

離島・へき地に住む患者
さんが、地元の医療機関
で標準治療が受けられる
環境が整っている

専門医療機関（含む拠点
病院）と離島及びへき地
の医療機関（含む診療病
院）は、地域連携パスの
利用を徹底することによ
り、離島およびへき地の
がん患者さんのフォロー
アップは、地元の診療所
ないしは診療病院で行う
ようにする

経過観察等で地元に
戻ったがん患者の割
合

左記のがん種ごとの
手術、薬物療法の標
準治療が可能な施設
の割合

2020年100%(3施設)
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3(10)相談支援と情報提供

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

【情報提供】県は、財政的支
援を講じ、関係団体と協力
し、障害等の関係でコミュニ
ケーションに配慮が必要な県
民の情報へのアクセスを確
保するため、音声資料や点
字資料等を作成し、普及に努
める。

音声資料および点字資料
等の作成、普及

2020年音声資料および点
字資料等の作成や広報が
開始されている
2023年音声資料および点
字資料等の作成や広報が
十分に行われている

【相談支援】すべての専門医
療機関は、主治医チームが
小児・AYA世代に対して正し
い情報を提供するための
チェックリストを作成し、その
評価を行う

チェックリストを利用して評
価した小児・AYA世代がん
患者の割合

2020年80%
2023年100%

【情報提供】患者とその家
族、患者にかかわる関係
者、そしてすべての県民
に、がん患者のライフコー
スに応じた情報が届いて
いる

①患者・家族調査、②医
療者調査

【情報提供】県は、財政的支
援を講じ、拠点病院・診療病
院と協力し、患者やその家族
が必要な情報にたどり着け
る、情報ナビゲーション機能
を持ったウェブサイトを開設
する

情報ナビゲーション機能を
持ったウェブサイトの開設

2020年開設

【相談支援】すべての拠点病
院・診療病院は、がんピアサ
ポーターを活用した患者サロ
ンを、患者に活用される方法
で運営する

がんピアサポーターを活用
した患者サロンの開催件数

2020年72件
2023年100件

【相談支援】すべての専門医
療機関は、主治医チームが
高齢者に対して正しい情報を
提供するためのチェックリスト
を作成し、その評価を行う

チェックリストを利用して評
価した高齢がん患者の割
合
2020年80%
2023年100%

2020年100%（6/6施設）

【相談支援】県は、拠点病院・
診療病院に対し、がん相談支
援センターに常勤の相談員を
配置するための財政支援を
行うとともに、強化事業費の
支出に対して指導を行う

県の財政支援によって雇用
された相談員の数

がん患者やその家族が、
がんにより生じた心配、悩
みなどが解消され、がんと
向き合えるようになってい
る

①患者・家族調査、②医
療者調査

2020年各施設1名計6名
2023年各施設2名計12名

①患者・家族調査、②医
療者調査

【相談支援】すべての主治医
チームは、チームとして対応
しきれない内容については、
医療機関内の別の適切な医
療者や、拠点病院・支援病院
のがん相談支援センターと連
携して、患者が適切な相談支
援が受けられるようにする

①患者・家族調査、②医療
者調査

【相談支援】すべての拠点病
院・診療病院は、すべての患
者が、受診の初期段階で、が
ん相談支援センターに立ち寄
らなければならないシステム
を構築する

システムが構築できた拠点
病院・診療病院の割合

【相談支援】がん患者及び
その家族が、いつでもどこ
でも適切で質の高い相談
が受けられている

指標

【相談支援】すべての主治医
チームは、すべての患者に対
して、必要なタイミングに合わ
せて、十分なインフォームドコ
ンセント（説明・納得・同意・希
望）を必ず行う

がん患者指導管理料の件
数／新規がん患者数

2020年100%以上
2023年200%以上

【相談支援】すべての主治医
チームは、患者に対して、ア
ドバンスケアプランニングを
行う

新規がん患者にACPを行っ
た割合

2020年80%
2023年100%

指標 指標

【相談支援】すべての主治医
チームは、すべての患者がセ
カンドオピニオンを取りやす
い環境を提供し、セカンドオピ
ニオンを取ることを積極的に
推奨する

新規がん患者がセカンドオ
ピニオンをとった割合

【相談支援】患者とその家
族は、主治医（チーム）か
ら、不要な悩みが生じない
ようにタイムリーに必要な
相談を受けられている

①患者・家族調査、②医
療者調査

2020年80%
2023年100%
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3(11) がん患者の就労を含めた社会的な問題（サバイバーシップ支援）

★印は、各分野の「個別目標」として記載があった内容です。

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

県は、関係諸団体と協力
して、がんやがん患者・経
験者への理解を深めるた
めのイベント等を開催し、
偏見のない社会を目指す

①患者・家族調査、②医
療者調査

国、地方公共団体、関係
者、および県民等が、が
んやがん患者、経験者へ
の理解を深めている

①患者・家族調査、②医
療者調査

すべての専門医療機関
は、ハローワークと協力し
て、定期的にがん相談支
援センターで就職ナビ
ゲータ―による就労相談
をする

就職ナビゲータによる就
職者数

沖縄労働局は、県をはじ
めとする関係諸団体と協
力して、健康企業の観点
から、がん患者の雇用に
対するインセンティブ対策
を行う

企業によるがん患者の
就労に対する新たなイン
センティブ対策の数

県は、沖縄労働局をはじ
めとする関係諸団体と協
力して、健康企業の観点
から、がん患者の雇用に
対するインセンティブ対策
を行った企業を表彰し、広
報する

表彰対象になった対策
数

沖縄労働局は、県をはじ
め、関係諸団体と協力し
て、？？チームが有機的
に活動できるようにする

チームが具体的に実行
した施策数

がんになっても自分らしく
生き生きと働き、安心して
暮らせる社会が実現して
いる

①患者・家族調査、②医
療者調査

すべての拠点病院・診療
病院は、社労士会と協力
して、定期的にがん相談
支援センターで社労士に
よる就労相談をする

社労士による就労相談
数

がん患者・経験者とその
家族等の仕事と治療を両
立する力が高まるように
支援されている

①患者・家族調査、②医
療者調査

県は、関係諸団体と協力
して、がん患者・経験者の
ための雇用を創出する

がん検診のコールリコー
ルセンターを創設し、そこ
へのがん患者の就職数

主治医チームは、すべて
のがん患者に対して、受
診時に患者の就労状況に
ついて把握し、治療に入
る前に、仕事を続けながら
治療が可能であることを
説明する

治療開始前に、主治医
チームから就労について
の説明があったがん患
者の割合

主治医チームは、すべて
のがん患者へ、治療前
に、がん相談センターで就
労に関する相談をするよう
に取り計らう

治療前に、がん相談支
援センターにおいて、就
労相談をしたがん患者の
割合

指標 指標 指標

県と市町村は協力して、
離島・へき地のがん患者
に対して、専門医療機関
を受診するための交通費
や宿泊費を負担する

①交通費補助を行ってい
る市町村の割合、②宿
泊費補助を行っている市
町村の割合、③交通費
補助を受けている患者の
割合、④宿泊費補助を受
けている患者の割合

がん患者とその家族の、
経済的負担が軽減されて
いる

①患者・家族調査、②医
療者調査

県は、琉球大学病院の近
くに、離島及びへき地の患
者や家族の宿泊施設の整
備を検討する

宿泊施設の整備につい
て公的な委員会等で検
討した回数
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3(12) がんの教育・普及啓発

施策 中間アウトカム 最終アウトカム
現状値 目標値 現状値 目標値 現状値 目標値

すべての県民が、がんに
おける早期発見の重要性
について理解している

すべての県民が、がん医
療に関して正しい知識を
持っている

県民が、がんに関して正
しい知識を持ち、がんや
がん患者、経験者への理

医療保険者は、被保険
者・被扶養者が、がんに
関する正しい理解を得る
ことができるように普及啓
発活動を行う

医療保険者が主催した
産業医、社労士等の専
門家による研修会に参
加した被保険者・被扶養
者の割合

県と市町村は連携して、
県内のすべての中学・高
校でがん教育を行う

研修修了生が行ったが
ん教育が複数回以上行
われた中学及び高校の
割合

①患者・家族調査、②医
療者調査、③検診受診
率、④精検受診率

沖縄タイムスと琉球新報
は、県と協力して、がんに
関するコラム連載を定期
的に行う

がん情報を載せたコラ
ムの回数

①患者・家族調査、②医
療者調査、③偏見に関す
る質問

事業主は、雇用者が、が
んに関する正しい理解を
得ることができるように普
及啓発活動を行う

事業所内で産業医、社
労士等の専門家による
研修会を開催し、従業
員の半数以上が参加し
た事業所の割合

市町村は、広報誌にがん
に関する情報を定期的に
掲載する

年に6回以上広報誌に
がん情報を載せた市町
村の割合

①患者・家族調査、②医
療者調査、③がん相談支
援センターの役割を知っ
ている

県民ががん医療に関する
正しい知識を持ち、安心で
安全な質の高い医療を受
けるために、適切な判断、
行動することができる。

①患者・家族調査、②医
療者調査

指標

県は、教育関係者、医療
者、がんサバイバー等を
構成員とした「沖縄県がん
教育協議会」（仮称）を組
織し、「沖縄県がん教育プ
ログラム」（仮称）を作成
し、定期改訂を行う

プログラムが改定された
回数

県民ががんに関する正し
い知識を持ち、自分や身
近な人ががんに罹患して
も、それを正しく理解し、
向き合えている

①患者・家族調査、②医
療者調査

県と市町村は、中学・高校
の保健体育教師に対し
て、上述の「沖縄県がん
学校教育プログラム」（仮）
に関する研修を行う

研修会修了生が複数い
る中学及び高校の割合

すべての県民が、予防に
関する正しい知識を持っ
ている

①患者・家族調査、②医
療者調査、③喫煙率、④
受動喫煙率

指標 指標
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